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【第７期科学技術・イノベーション基本計画（令和８年３月閣議決定）（抜粋）】
第２章 知の基盤としての「科学の再興」
科学技術・イノベーションは国力の源泉である一方で、知の地平線を拡大させる基礎研究・学術研究について、我が国の国際的な
優位性は相対的に失われつつある。
国内外の経済・社会情勢、国際秩序と地政学的リスク及び科学技術・イノベーションをめぐる情勢変化を踏まえれば、科学は、変動
する世界を見据えた戦略性や不確実な未来に向けた多様性の観点から、その持続的な発展が必須である。先端科学の成果が社
会を変えるほどのインパクトを有する一方で、科学とビジネスの近接化が進む中では、世界に先駆けて新たな科学を希求し、それを担う
高度人材を有することがノーベル賞に代表される科学の卓越性の維持につながり、ひいては国の社会経済の発展、そして国家安全保障
に直結する。
こうしたことから、我が国の基礎研究力の強化が今まさに重要であり、科学を基盤として我が国の将来を切り拓いていくためにも、
「科学の再興」が強く求められている。そのためには、科学の営みを担っている研究者がやりがいをもって自らの好奇心に基づく研究にまい
進し、所属機関の組織的な後押しの下でその成果が様々な形で最大化され、さらに社会的にも高く評価されるような環境を実現するこ
とが非常に重要であり、こうした状況を実現することで、次世代人材が科学を魅力的にとらえ、キャリアとして選択する好循環も生まれる。
そのためにも、競争的研究費のような「選択」という手続を経ない、研究者の自由な発想に基づく多様なボトムアップ型の研究を支える
基盤的経費を十分確保することが不可欠である。

第５章 産学官を結節するイノベーション・エコシステムの高度化
１．産学連携の推進・世界で競い成長する大学の実現 
（３）社会全体での大学や基礎研究・学術研究への支援促進
基礎研究・学術研究を社会全体で支える機運を醸成するため、産学官の架け橋となるような科学技術コミュニケーションの推進に向
けて、地域に根差した継続的な科学技術コミュニケーション活動、科学技術コミュニケーションに関わる人材の育成・確保等を支援し、我
が国において科学が文化となることを目指す。
民間の研究開発投資を促進するとともに、民間から大学・研究機関への寄附の在り方を検討する。また、民間企業から地方公共団
体への寄附を通じた大学・研究機関への研究資金の確保の方法として、企業版ふるさと納税の活用を拡大する。
さらに、一般市民による基礎研究・学術研究への寄附や、起業家・財団・篤志家からの研究・人材育成支援を促進させるため、各研
究機関等における専門人材の育成・登用やネットワーク形成等に向けた方策を検討するなど、適切な形で資金・人材が循環する、社
会に開かれた大学の在り方を産学官で模索する。 

第７期科学技術・イノベーション基本計画における記載
○ 第７期科学技術・イノベーション基本計画では、基礎研究・学術研究を社会全体で支える機運の醸成や科学
が文化となることが求められている

 基礎研究・学術研究が、研究そのものとは別に、担うことのできる役割があるのではないか
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科学技術に対する関心について
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毎日または、ほぼ毎日 2～3日に1回くらい 週に1回くらい 月に1回くらい ほとんどない 一度も接触がない

偽情報・誤情報だと思う情報との接触頻度と
科学技術に関するニュースや話題への関心

偽情報・誤情報と接触

出典：伊藤伸・加納圭・岡村麻子・小倉康弘・橋本俊幸 (2025) 「科学技術に関する国民意識調査－偽情報・誤情報の認知と判断－」，NISTEP DISCUSSION PAPER，No.243，文部科学省科学技術・学術政策研究所

科学技術に関するニュースや話題への関心

偽情報・誤情報だと思う情報の真偽の確認
と科学技術に関するニュースや話題への関心

真偽の確認 20～100％

特に30～40代で関心が低下

○ NISTEP「科学技術に関する国民意識調査」において、偽情報や誤情報の認知や判断についての項目と科学技術へ
の関心度との関係が示されている

○ 偽情報や誤情報と接触したと認識している者が一定数存在、科学技術に高関心な層は真偽確認の実施が高い傾向
○ 科学技術への関心度は近年は緩やかな低下傾向、年齢層別では特に30～40代において低下

 SNS等で情報が氾濫する中、重要となる真偽の確認等に関して、科学技術への関心の度合いとの関係が確認された
 科学技術への関心の向上が、情報を主体的・批判的に読み解く姿勢の醸成に繋がるのではないか
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科学技術への関心向上に向けた文部科学省の取組
○ 科学技術コミュニケーションについては政策としても重要視、科学技術・学術審議会人材委員会において議論
○ 科学に対して興味関心を持ってもらうことを目的とした取組や、サイエンスコミュニケーターの育成に向けた取組が行
われている

○ 特に、低関心層へのアプローチ、社会課題からのバックキャストな取組に課題が示されている

「新しい時代の科学技術人材に関する基本政策（概要）」（令和８年６月30日 科学技術・学術審議会人材委員会） 抜粋

３．次世代人材育成に向けた科学技術コミュニケーションの展開 ②
３．今後の具体的取組・方向性
（１）科学技術コミュニケーションの推進
〇 政策目的を踏まえ最適なコミュニケーション手段を検討した上で、科学技術に関わる政策に関する市民、産学の科学技術人材、政府関係者等の対
話を促進。サイエンスアゴラ・日本科学未来館等を活用した多様な対話・共創活動を推進。

〇 政府の有識者会議の委員や、科学技術顧問をはじめ、科学者による政府の政策立案等に対する科学的助言に関する取組を推進。
〇 目的や対象等を踏まえた科学技術コミュニケーションの在り方について、検討・見直し・推進。特に、低関心層を対象として、新たな手法の活用や、社
会課題やELSIを起点にした文系・理系を問わないコミュニケーションの在り方を検討・推進。 

〇 国として、大学・研究機関等における科学技術コミュニケーションの状況や、これまでの政策効果等を調査・把握した上で、今後の政策の方向性や具体
的取組、各機関への支援方策や機関間の連携・協力の在り方を検討・推進。

〇 学習資料「一家に１枚」の教育現場での活用促進や「科学技術教育アドバイザー」の活躍機会拡大、科学技術体験や探究・STEAM教育コンテン
ツ等の認知度向上・普及促進、また日本科学未来館の科学コミュニケーションのノウハウを地域の科学館・博物館等の取組へ還元する等の支援を検
討・推進。

〇 「男女共同参画や人材育成の視点に立った競争的研究費制度の整備に係る共通指針について」に基づき、大学・研究機関等において研究者等のア
ウトリーチ活動を適切に評価するなどの取組を推進。

（２）科学技術と社会に関わる研究開発の推進
〇 国として、科学技術と社会に関連する事業・プロジェクト等の位置付け・役割を整理した上で、研究成果等の発信機能を強化。
〇 JST「社会技術研究開発事業」について、先端技術分野とELSIに関する融合領域の研究開発課題に関し、自然科学分野と人文・社会科学分野
の研究者が連携・協力して研究開発等を推進する事業として、抜本的な見直しを検討・推進。

（３）科学技術コミュニケーションに関する人材の育成
〇 大学・研究機関等における科学技術コミュニケーションに関する人材育成の状況や、同人材に求められる役割・対象、キャリアパスの現状を把握。また、
大学や科学館・博物館等の取組に関する情報発信や連携・協力等を推進・支援。

〇 国において、対象に応じて専門的内容を伝える能力や、専門的知識を基に企業等と連携してイノベーションにつなげる能力など、多様な科学技術コミュ
ニケーション能力が適切に評価されるような仕組みについて検討・推進。
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（参考）科学技術への関心向上に向けた取組例

国やJSTにおける科学技術への関心を
持ってもらうための取組例

大学や博物館における科学技術コミュニ
ケーターの育成に向けた取組例

※「新しい時代の科学技術人材に関する基本政策（概要）」（令和８年６月30日 科学技術・学術審議会人材委員会）pp.45-46より抜粋
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○ 近年、消費活動等の経済面において「推し活」が認知・注目され、幅を広げており、これは人々の
関心の向け方の現代的・新たな捉え方と考えられる
 現在では15～79歳の３人に１人が「推し」を持ち、単なる趣味を超えた生活文化として定着
しつつある

 「推し活」においては、金銭的な消費活動のみならず、「推し」の影響を受けて勉強やキャリア
選択などの様々な活動のモチベーションに繋がっている

○ このような、「主体的・積極的な関心」は、従来の受動的な情報との接触（テレビで見る等）や
一過性の消費（話題の映画を見る等）とは異なり、能動的かつ継続的なもの

「関心」の新たな捉え方について

「推し」の有無

３人に１人が「推し」を持つ

出典：財務省広報誌「ファイナンス」2025年11月号 元データは株式会社インテージ「インテージのネット
リサーチによる自主調査データ」

出典：SHIBUYA109 lab. https://www.shibuya109.co.jp/shibuya109lab/reports/220712/

「推し」が生活文化として定着
様々な活動のモチベーションに



7

○ 「推し」の取組を金銭的に支援するクラウドファンディングの仕組みもビジネスとして社会に定着
○ 真理の探究に取り組む基礎研究プロジェクトのワクワク感やそこに夢中になって取り組む研究者への
応援の気持ちから組成されたクラウドファンディングの実例も既に存在（下記の例）

科学に対する新たな関心・応援の仕組み

（例）大学向けクラウドファンディング READYFOR College

※文科省「研究支援サービス・パートナーシップ認定制度」（A-PRAS） による文部科学大臣認定（令和２年度）サービス

出典：A-PRAS認定サービス一覧（R7.4.1時点）概要
https://www.mext.go.jp/content/20240911-mxt_chousei01-000006257_04.pdf 出典：大学向けクラウドファンディングREADYFOR College

https://readyfor.jp/lp/college/


